
（公益法人〔新公益法人会計基準適用法人〕用）

法人名：

１　法人の概要

２ 役員数 （単位：人）

（各年度７月１日現在）

３ 職員数 （単位：人） （単位：人）

※職員数に派遣労働者は含まない。 （各年度７月１日現在）

0 0

0 0

0

0

0

39

0

0

00

0

0

小計② 10 8 9 非常勤（短時間労働） 0

39 39

うち県OB 0 0 0 常勤（フルタイム） 39 39

小計③ 28 30 29

非常勤（短時間労働） 0 0 0 合計（①＋②＋③） 39
正
職
員

常勤（フルタイム） 10 8 9 うち県職員（職専免）

うち県OB 0 0 0

小計① 1 1 1 うち県OB 0

非常勤（短時間労働） 0 0 0 うち県職員（派遣）

うち県OB 0 0 0 非常勤（短時間労働）

29

うち県OB 1 1 1 うち県OB 2 2 2

R7

職
員
兼
務
役
員

常勤（フルタイム） 1 1 1

正
職
員
以
外

常勤（フルタイム） 28 30

R5 R6 R7 R5 R6

17 3 3 3 44 45

0 5 7 7

46計 25 26 26 16 16

6

うち県職員 3 4 4 2 3 3 0 0

1 1 1 2 6 5

3 42 43 44

うち県職員OB 4 3 3 1 1

2

非常勤役員 23 24 24 16 16 17 3 3

0 0 0 0 2 2

0 2 2 2

うち県職員OB 2 2 2 0 0

R5

常勤役員 2 2 2 0 0 0 0 0

理事 評議員 監事 計

R5 R6 R7 R5 R6 R7

2384佐藤

15,000 千円 ％55.8

https://www.niigata-sports.or.jp

スポーツ課

出捐比率出捐額（千円）

11,900

R5 R6 R7

スポーツを振興し、県民体力の向上を図りスポーツ精神を養うことを目的とする。

設立（出捐）の
経緯及び経過

新潟県の体育・スポーツ団体の統括組織として大正15年に設立。昭和42年には「スポーツを振興
して県民体力向上を図り、スポーツ精神を養う」ことを目的として財団化。二巡目国体に向けた財
政基盤強化のため、平成12年に県が出捐（競技団体と連携した本県競技力向上等について、県が
直接実施するよりも効果的・効率的な事業実施が可能であるため、出捐を継続している。）。平成
24年４月に公益財団法人に移行。平成30年４月に「公益財団法人新潟県スポーツ協会」へ名称変
更した。

主な
出捐者

順位

1

2

設立目的

3

その他

4

新潟県

％

千円 ％

千円 44.2 ％

R6 R7

県担当課

HPアドレス

設立年月日

出捐団体名

新潟市中央区清五郎67番地12

大正15年7月25日

Ⅰ 組織点検シート

所在地

基本財産

担当者氏名 内線

公益財団法人　新潟県スポーツ協会

代表者職・氏名 会長　花角　英世

26,900 千円

％

千円

県の出捐額に
係る評価額

342,747 千円

千円
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４　県職員比率等

※常勤役員平均年収は、役員報酬のほか、常勤役員で職員（事務局長等）を兼ねる者に対する職員分の給与等を含む。

0.0%
職
員

▲ 143

役
員

0.0

県職員役員比率 10.9% 11.4% 10.9%

・評価委員会指摘等を踏まえ、県派遣職員は
R4末をもって引き揚げ済。
・県OB職員の人数は、当該法人と連携して取
組を進める上で必要最小限の人数である。

県OB職員比率 5.0% 5.3% 5.3% 0.0

正職員平均年収

県派遣職員比率 5.0% 0.0%

6,988 6,691 6,548

18.2% 19.6% 1.4

常勤役員平均年収 5,220 5,220 5,607

19.6%県OB役員比率

▲ 0.5

（単位：％、金額単位：千円）

R4年度 R5年度 R6年度 前年度比増減 分析・評価

・県職員役員、OB両者とも、比率は概ね横ば
いで、必要最小限の人数である。
・常勤役員の年収はほぼ横ばいで、過大では
ない。387



（公益法人〔新公益法人会計基準適用法人〕用）

１　決算の推移 （決算日：３月31日）

２　負債の部のうち県の支援状況

▲26119,438

222,626 ▲16,196

▲3,756

負債の部

22,933

一般正味財産期末残高

受取補助金等 31,130 238,822

3,495

3,495

13,205 3,042

13,134

▲1,474

2,148

貸
借
対
照
表

○流動負債の増は、主に未払金の増
によるもの。
○固定負債の減は、退職給付引当金
の減によるもの。

○事業収益の減及び受取補助金等
の減は、県、日本スポーツ協会等の
受託金、補助金等の減によるもの。
○その他経常収益の減は、受取協賛
金及び受取負担金の減によるもの。

○事業費の減は、受託金、補助金等
の減に伴うもの。

○経常外収益の減は、退職給付引当
金の戻入益の減によるもの。

○流動資産の増は、主に未払金の増
による現金預金の増によるもの。

○当期一般正味財産増減額の減は、
当期経常増減額の減及び当期経常
外増減額の減によるもの。
○指定正味財産期首残高の増は、R5
年度の100周年記念事業（令和８年）
への寄付金によるもの。

14,200 ▲20

正味財産期末残高 598,030 614,659 617,370 2,711

22,672

指定正味財産

一般正味財産

負債・正味財産合計

貸付金残高

正
味
財
産
増
減
計
算
書

指定正味財産期首残高 20,912 19,438

経常外収益 0 3,758

14,220

3,758

指定正味財産期末残高

▲3,550

▲10,163

指
定
正
味
財
産

一般正味財産期首残高 576,515 578,592 591,726

当期指定正味財産増減額

2,972

▲261

当期一般正味財産増減額

▲3,550

経常外費用 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 208

評価損益等 0 0 0 0

当期経常増減額 2,148 9,447 2,834 ▲6,613

管理費 20,607 18,570 21,512 2,942

（うち人件費） 13,585 8,012 9,234 1,222

▲4,466

経常費用 482,010 ▲21,853

（うち人件費） 185,998 189,188 189,791 603

456,890

受取会費 14,190

その他経常収益

12,485

1

事業費 461,403 460,173

24,162

478,743

経常収益 484,158 488,190

202,498 195,958

基本財産運用益

事業収益

特定資産運用益

19,794

区分

12,855

前年度比増減

▲1,244

11

459,724

0

▲28,466

一
般
正
味
財
産
増
減
の
部

717,798

R5年度 R6年度

15,328

11,611

435,378

402,190

578,592

208

22,933

591,726 594,698

0

22,672 ▲261

▲6,540

0 0

110,741

▲24,795

725,400

2,972

723,149 ▲2,251

0

0 0 0

分析・評価R4年度 R5年度 R6年度 前年度比増減

594,698

19,438 22,933

578,592 591,726

614,659 617,370

0

0

0

2,711598,030

69,184 56,137

正味財産の部

固定負債

725,400

流動負債

0 0

資産合計

長期借入金

614,073

119,768

614,025 609,158

0 0

717,798

227

723,149

105,779

3,563

47,612 ▲8,525

短期借入金 0

50,584

▲4,962

54,604 58,167

▲2,251

26,900 26,900 26,900 0

その他固定資産

▲4,867

641,409 636,285

分析・評価R4年度

資産の部 717,798 725,400 723,149

345 484

特定資産

Ⅱ　財務点検シート

（単位：千円）

基本財産

公益財団法人　新潟県スポーツ協会

▲257

▲2,251

固定資産 641,318

76,480 83,991 86,864 2,873流動資産

▲5,124

法人名：

0 0債務保証残高

損失補償契約に係る債務残高

0 0 該当なし。

0



３　県の財政支出状況

４　主要経営指標

※1　（正味財産の部-不良資産等）／（総資産-不良資産等）

※2　（流動資産-不良債権等）／流動負債

５　決算情報等の開示状況

長短借入金／資産借入金依存度

その他県支出

指定管理料

負担金

委託料

補助金

人件費／総収入

R4年度 R6年度 前年度比増減

▲ 4.5

前年度比増減

0 0

81.5% 82.7% 1.2

0

0

0.0%

157,649

0

主要経営指標 R5年度

分析・評価

3,493

R4年度 R5年度

20,273 ▲6,355227,346

分析・評価

実質自己資本比率 ※1 83.3% 84.7%

0

・実質自己資本比率は、80％以上を
維持しており、財務の安定性は高い。
・補助金等依存率は、ほぼ横ばいで
あるものの依然として高く、自主財源
獲得に向け、より積極的な検討を要
する。

実質流動比率 ※2 151.2% 153.8% 149.3%

13,918

R6年度

0.0%

貸付金 0

0

219,828

0

208,717 ▲11,111 ・令和５年度の補助金の増及び委託
料の減は、県が協会の企画・提案力
の強化のため、競技水準向上対策費
等の事業を受託から補助に変更した
ことによるもの。

157,649

0

積極的に開示している

開示していない

開示状況

県財政支出／総収入補助金等依存率 80.2%

0 0 0

157,649

41.2%

0.7

0.0%

85.4%

0.0

人件費比率 40.4% 43.0% 2.6

・情報公開規程あり。事業計画、予算書、
事業報告、財務諸表についてウェブサイト
に公開している。

適切に情報公開を行っている。

開示方法 担当部局の評価

〇



（公益法人〔新公益法人会計基準適用法人〕用）

１　政策目標（県）

２　政策目標達成に向けた県と法人の役割分担

その他

Ⅲ　事業点検シート

法人名：公益財団法人　新潟県スポーツ協会

【総合計画】
「スポーツを通じた豊かな生活の実現」←スポーツ振興と地域活性化の好循環の創出
・多様な主体におけるスポーツ機会の創出
・世界や全国で活躍するトップアスリートの育成
・スポーツを資源とした地域活性化・交流拡大
・地域のスポーツ実施体制の整備・充実
【スポーツ推進プラン】
施策の柱Ⅰ　多様な主体におけるスポーツ機会の創出
施策の柱Ⅱ　世界や全国で活躍するトップアスリートの育成
施策の柱Ⅲ　スポーツを資源とした地域活性化・交流拡大
施策の柱Ⅳ　地域のスポーツ実施体制の整備・充実

→スポーツ協会所管業務に係る、県としての政策目標
○本県競技力の向上
　ジュニア選手の育成や指導者の配置などにより競技水準の向上を図り、新潟から全国やオリンピックなど世界で活躍できる
選手を育成するとともに、スポーツの普及・振興を目指す。
○地域でのスポーツ活動の充実や生涯にわたりスポーツを楽しむための基盤づくり
　地域スポーツクラブの育成支援等による地域におけるスポーツ活動の拠点づくりや啓発活動により、スポーツに親しみのな
い県民の参加を促進するとともに、こどもの頃から運動に親しむ取組によりスポーツ実施率の向上に寄与する。

県の役割 法人に期待する役割

本県スポーツ振興の総合計画の策定と推進体制の整備
①市町村や学校との調整
②施設の整備・維持管理
③推進体制の整備・充実、社会状況の変化に対応した体制の
見直し

スポーツ団体の県内唯一の中心的組織という特性を活かした
役割
①競技団体と連携した本県競技力向上のための強化体制の
構築
②県内スポーツ関係団体との連携（ネットワークの形成）と、
ネットワークを通じた情報収集・提供の拠点化
③県と連携したスポーツ施策の推進

法人に委ねる理由 説明

〇 県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能 県内スポーツ振興の中心的組織で、競技団体等を加盟団体と
し、長年の活動実績により形成された関係団体とのネットワー
クやスポーツ振興・競技力向上についての経験やノウハウ等
の蓄積を活かし、県が実施するよりも効率的な事業の実施が
可能である。

県が直接事業実施することが困難

指標を掲げる計画等の名称 成果指標（達成目標） 目標値（R14年度） 最新値（R６年度）

・新潟県総合計画
・新潟県スポーツ推進プラン

本県20歳以上の週１日以上のスポーツ実施率 70.0% 49.4%

・新潟県スポーツ推進プラン
オリンピック・パラリンピック・デフリンピックの本県
関係選手の出場者数

直近大会の出場者
数以上の人数

パリオリンピック10名
パリパラリンピック１名

国民スポーツ大会総合成績 総合得点1,000点 総合得点828点

【参考】 県の政策目標に係る成果指標　　※ 法人業務に限らず各種県施策等も含めた総合的な成果指標

・新潟県スポーツ推進プラン



３　主な事業の実施状況

1

2

3

4

子どものス
ポーツ応援
プロジェクト
事業

子どもに親子で楽しむ運動遊びや
多様なスポーツに親しむ機会を提
供

4,000
○「スポーツ体験キャラバン」
の開催（R6:４地区・約3,600
名）

・パートナー企業や加盟・関係
団体と連携し、子どもたちに運
動・スポーツの楽しさを体感し
てもらうことを通じて、その習
慣化に寄与
・取組の定着・拡大に向け、継
続して実施

事業名 事業概要 事業費（千円） 主な実績（アウトプット） 事業の評価、今後の方向性

競技力向上
対策事業

競技水準の向上を図るため、選
手の育成強化事業を実施

218,619

○競技団体のジュニア選手育
成・強化活動への主な支援
・育成指導者配置、ジュニア
選手対象の支援等
 →世界大会出場者（ジュニ
ア）Ｒ6：２名

○国スポ選手強化への支援
・国スポ強化事業による競技
力向上のための国スポ選手
や次期候補選手への支援等
→国スポ総合順位R6：35位

○オリンピック出場が期待で
きるトップアスリートの強化活
動の支援
→Ｒ6：夏季 A指定13名、B指
定18名
→Ｒ6：冬季 A指定６名、B指
定14名

○優秀選手・指導者の本県定
着支援
・コーディネーター配置
→Ｒ6雇用実績６名

・競技力向上に向けた継続的
な活動により、R6国スポにお
いては、成年種別の得点が過
去５大会平均得点を上回るな
ど一定の成果
・社会人選手の県内定着に寄
与
・ジュニアからの一貫した発
掘・育成・強化に向けた取組
の継続
・取組の主体となる競技団体
の組織力向上等の課題解決
に向けた指導・助言の継続

新潟県広域
スポーツセン
ター運営費
等事業

生涯スポーツの推進に関する総
合的な業務運営

12,761

○総合型地域スポーツクラブ
（R6：30クラブ）の育成・支援
 ・研修会開催(R6:２回・90
人)、経営サポート支援(R6:３
団体)
○地域スポーツ人材養成 セミ
ナー開催(R6:3回・60人)
※幼児期からの運動習慣アッ
プ支援事業（～R4実施）で養
成した人材のフォローアップを
含む
○スポーツと地域活性化の好
循環創出の取組（R6:３団体）
○スポーツ情報の収集・発信

・総合型地域スポーツクラブを
核とする地域における連携、
協働体制の構築に一定の成
果
・地域スポーツの推進拠点及
び地域連携の結節点として、
総合型地域スポーツクラブの
育成を継続
・幼児期における運動遊びの
普及に向け、地域の中核とな
る専門人材の資質維持

スポーツ医
科学機能事
業・健康づく
り推進事業
（新潟県健
康づくり・ス
ポーツ医科
学センターの
管理運営）

競技水準の向上及び県民の健康
づくりをスポーツ医科学的にサ
ポートするため、競技水準向上事
業、健康づくり実践指導及びス
ポーツ外来診療を実施

179,665

○競技水準向上事業
・体力測定、動作分析、競技
力向上相談
※国スポ候補選手及びジュニ
ア選手等の実施への補助あり
○健康づくり実践指導
・改善コース、親子コース、実
践指導者研修
○スポーツ外来診療・内科外
来診療
○県民講座（R6:８講座・41回）

・トップアスリートだけではな
く、学校等への出張対応によ
り幅広いジュニア選手の育成
と競技水準の向上を支援
・さらなる利用拡大を図るた
め、簡易な基礎体力コースに
を新設したほか、SNSや広告
媒体等を活用した情報発信を
実施



４　県が期待する効果の実現

100%

実績 50.0% 58.1% 56.7%

地域でのスポーツ活動の充実

48.1% 49.4%

38.7% 53.3%

地域課題解決のための方策等につ
いて市区町村行政と連携して事業を
している総合型地域スポーツクラブ
の割合
※スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブ実
態調査」による

目標 100% 100%

評価結果 評価理由

十分実現している

○本県競技力の向上
・本県競技水準の向上においては、国体（スポ）10位台の定着を指標として事業
を実施したが、令和６年は前回大会（令和５年）に比べ競技得点を46.5点上回る
ことはできたが、総合35位にとどまった。一方で、成年種別の得点が過去５大会
平均得点を上回るなど、これまでの強化活動の成果も現れている。
・世界で活躍が期待される選手へ協会事業により支援を行っているところであり、
令和６年度は本県関係選手48名が国際大会に出場し、選手27名が入賞（８位）
以上の成績を収めている。（うち協会事業による支援選手は26名）

○地域でのスポーツ活動の充実
・20歳以上の週１日以上のスポーツ実施率は目標値には届いていないものの、
増加傾向にある。
・地域のスポーツ拠点であり、地域連携の結節点となる総合型地域スポーツクラ
ブでは、行政と連携しているクラブが最新値では約６割、地域おこしなどに取り組
むクラブが約５割であり、全国値よりも高く推移している。一方で、これらの取組
が進んでいないクラブもあり、２極化が続いている。
（参考：全国値　地域課題解決のための方策等について市町村行政と連携　R6：
20.7％、スポーツによる地域おこしやまちづくりに関する取組を実施　Ｒ6：27.8％）

〇 概ね実現しているが未実現の部分がある

実現出来ていない

県が期待する役割 効果測定指標 R4 R5 R6

本県競技力の向上 国体（国スポ）総合成績（10位台の定
着）

目標 10位台 10位台 10位台

実績 35位 36位 35位

本県20歳以上の週１日以上のスポー
ツ実施率

目標 65％以上 65％以上 65％以上

実績 45.9%

≪指標の選定理由、目標値の設定根拠、当該指標と県の政策目標（成果指標）との関係性≫

○国体（国スポ）総合成績（10位台の定着）
県スポーツ推進プランでも設定する指標であり、本県の競技力向上を図りながら、国体（国スポ）総合成績10位台定着を目指
すもの

○本県20歳以上の週１日以上スポーツ実施率
県総合計画等でも設定する指標（目標値は国計画と同様）であり、総合型地域スポーツクラブの育成を図り、地域でのスポー
ツ活動の充実化、スポーツ実施率の向上を目指すもの

○地域課題解決のための方策等について市区町村行政と連携して事業をしている総合型地域スポーツクラブの割合
○スポーツによる地域おこしやまちづくりに関する取組を実施している県内の総合型地域スポーツクラブの割合
地域でのスポーツ活動の充実においては、地域のスポーツ拠点であり、地域連携の結節点となる総合型地域スポーツクラブ
の質的充実に向け、他団体・分野との連携・協働等を進める必要がある。また総合型クラブの地域連携が進むことで、地域で
のスポーツ活動の機会が増える等、スポーツ実施率に向上につながることから、全ての新潟県総合型地域スポーツクラブが
これらの取組を進めることを目指すもの

スポーツによる地域おこしやまちづく
りに関する取組を実施している県内
の総合型地域スポーツクラブの割合
※スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブ実
態調査」による

目標 100% 100% 100%

実績 41.2%



法人名：

１　委託料 （単位：千円）

うち県派遣職
員人件費

うち一般財
源

13,638 12,761 12,761 12,561 12,561

2,450 0 0 0 0

32,110 0 0 0 0

73,778 0 0 0 0
38,408
76,284 0 0 0 0
67,737
22,780 0 0 0 0

0 5,836 0 0 0

1,535 1,093 735 0 0

4,304 0 0 0 0

467 422 422 422 422

0 161 0 0 0

0 0 0 24,691 24,691

227,346 20,273 13,918 0 37,674 37,674
106,145 0 0 0 0
227,346 20,273 13,918 37,674 37,674

うち県派遣職
員人件費

うち一般財
源

157,649
(135,105)

157,649
(135,105)

157,649
(135,105)

-
157,649
(135,105)

157,528
(134,984)

スポーツ課

スポーツ課

8 競技団体交流促進支援事業

7 第44回北信越国民体育大会開催費 その他 無し 随意契約
本事業の遂行可能な相手方は、県内市町村スポーツ協
会、競技団体を統括する当該法人のみのため

無し 随意契約
本事業に必要な人的ネットワークと専門的知識を持つ職員等を有し、
円滑な実施が可能な体制を整えているものは当該法人のみのため

健康づくり支
援課

9
新潟県健康づくり・スポーツ医科学セン
ター維持管理業務委託（令和４年度に
おける物価高騰分）

その他 無し 随意契約

スポーツ課

12
地域スポーツクラブ移行に伴う指導者
資格取得促進事業

新潟県健康づくり・スポーツ医科学センターは指定管理
者の当該法人が維持管理しているため

スポーツ課

10 健康づくりのための運動指導者研修会 その他 無し 随意契約
委託額が100万円以下のため、当該分野に関する研修
等。開催実績のある当該法人に委託

11 ち～とばっか動効果事業 その他 無し 随意契約
随意契約理由：委託額が100万円以下であり、以前より当該運
動の紹介動画の実演等の実績があるため当該法人に委託

その他 無し 随意契約
本県におけるJSPO加盟団体（＝県内で養成講習会を
開催できる団体）は公益財団法人新潟県スポーツ協会
のみであるため

同上 スポーツ課

スポーツ課

保健体育課

健康づくり支
援課

その他

6 オリンピックアスリート夢チャレンジ事業 その他 無し 随意契約 同上

公益財団法人　新潟県スポーツ協会

事　　業　　名 委託内容 根拠法令
委託形態
(入札or随

契)

Ⅳ 県支出金整理シート（該当ある法人のみ作成）

随意契約で委託している理由（具体的に記載）
担当課

名R4 R5 R6 R7(予算)

委託料決算額〔下段：再委託の額〕

本事業の遂行可能な相手方は、県内市町村スポーツ協
会、競技団体を統括する当該法人のみのため

スポーツ課

委
託
料

1 新潟県生涯スポーツ推進事業委託費 その他 無し 随意契約

3 競技水準向上対策・運営費 その他 無し

2 幼児期からの運動習慣アップ支援事業 その他 無し 随意契約
本事業に必要なノウハウ及び人的ネットワークを有し、円滑な
実施が可能な体制を整えているものは当該法人のみ

スポーツ課

随意契約
競技力向上を図るための本事業の遂行可能な相手方は、各競
技団体に対する強い指導力を有する当該法人のみのため

スポーツ課

4
競技力向上対策事業：新潟スーパー
ジュニア養成事業

その他 無し 随意契約 同上 スポーツ課

5 競技力向上対策事業：強化事業費

合　　計

合計(随意契約分のみの計)

その他 無し 随意契約

指
　
定

管
理
料

公の施設の名称 指定期間 事　　業　　概　　要 R4 R5 R6 R7(予算)
担当課

名

新潟県健康づくり・スポーツ医科学セン
ター

令和３年４月１日～令和８年３月31日（５年
間）

・スポーツに関する科学的なトレーニングの実践を支援
し、スポーツによる障害に適切に対応することにより、本
県における競技水準の向上に寄与する。
・県民の自主的かつ生涯にわたる健康づくり活動を支
援することにより、活力ある地域社会の形成を図る。



２　貸付金 （単位：千円）

うち一般財
源

1

2

0 0 0 0 0

３　補助金・負担金 （単位：千円）

うち県派遣職
員人件費

うち一般財
源

1 新潟県スポーツ協会大会補助金 無し 1,020 1,020 1,020 - 1,020 1,020 スポーツ課

2 新潟県スポーツ協会事業費補助金 無し 1,368 1,603 1,603 - 1,503 1,503 スポーツ課

3
競技水準向上対策：条件整備事業費
補助金

無し 1,105 0 0 - 0 0 スポーツ課

4 競技水準向上対策事業補助金 無し 217,205 206,094 - 216,572 21,572 スポーツ課

3,493 219,828 208,717 0 219,095 24,095

R6 R7(予算)
担当課

名

補助金・負担金決算額

事　　業　　名
期間

(長期or短期)
償還期間（期限） 事　　業　　概　　要 R4 R5

貸
付
金

合　　計

事　　業　　名
性質別区分

根拠法令 事　　業　　概　　要

当該法人が実施する本県スポーツの競技水準向上の
事業に対して補助金を交付

事業費対象（委託的性質）

担当課
名R4 R5 R6 R7(予算)（運営費対象or事業費対

象）

合　　　計

補
助
金
・
負
担
金

事業費対象
（財政支援的性質）

当該法人が実施する国体ユニフォームの購入事業につ
いて補助金を交付

事業費対象（委託的性質）
当該法人が実施するスポーツ振興等の事業に対して補
助金を交付

事業費対象（委託的性質）
当該法人が実施する本県ジュニア選手及び国体候補
選手の体力測定や動作分析等の測定に対して補助金



（公益法人〔新公益法人会計基準適用法人〕用）

１　法人の課題とその解決に向けた取組状況

〇引き続き、関係団体との連携の強化・充実を図るとともに、協会及び加盟団体等における
スポーツ・インテグリティの確保・強化に向け、研修会やガバナンスコード遵守に取り組む。
〇「人材育成基本方針」に基づき、職員の確保及び個々の資質・能力の向上と職場の活性
化に向け、OJTの充実を基本としつつ、スポーツ・インテグリティ研修会をはじめ、外部研修
の活用など、人材育成に組織的に取り組む。

財務の課題
（現状分析）

〇収入の多くを県の委託・補助事業に依存しており、その増減が財務状況に大きな影響を
与えている。
〇日本スポーツ協会から事業受託するなど、事業財源の確保に努めているが、恒久的なも
のではない。
〇自主財源も基金運用益に依存しており、景気の動向に左右される。そのため、安定的な
自主財源の確保が必要である。

財
務
の
課
題
解
決
に
向
け
た
取

組

Ⅴ　課題整理シート

法人名：公益財団法人　新潟県スポーツ協会

組織の課題
（現状分析）

〇日本スポーツ協会を中心とした我が国のスポーツ組織ネットワークの本県における要で
あり、県内唯一のスポーツ団体統括組織として、加盟団体の利益を代表しつつ、総合的な
調整役を担う組織として位置付けられている。また、協会設立以来、県と密接な関係を有す
る本県のスポーツ施策の実施機関である。
〇プロパー職員の高齢化への対応とともに、業務範囲の拡大や部活動の地域移行の円滑
化及び新たな地域スポーツ環境の構築等、業務の多様化・高度化への対応として、協会の
企画・提案力の強化が必要である。

取組実績
（進捗状況）

〇県内唯一のスポーツ団体統括組織として、理事会・評議員会の開催に加え、専門委員会
や倫理・コンプライアンス委員会等、適切な組織運営に向け着実に実行した。
〇部活動の地域移行をはじめとする課題等への対応に向け、行政やスポーツ関係団体等
の関係者で構成する連絡会議を開催する等、関係団体等との連携強化を図りながら検討を
進めている。
〇事業推進・組織運営の基本方針や進捗管理を行う指針となる中期計画（令和５年度～令
和９年度）及び、人材の採用及び育成に関する方針である「人材育成基本方針」（令和５年
～）を定め、研修開催等を通じたスポーツ・インテグリティの強化や就業規則見直し等、人員
確保・資質の向上に取り組んだ。

※令和５年４月、県派遣職員からプロパー職員に切り替え、プロパー職員のノウハウやネッ
トワーク・人脈を次世代に継承する体制を整備。また、協会の加盟団体や関係団体を主た
る対象とする県委託事業は、県補助事業に見直し、長期的視点に立った主体的な施策の
企画・実施を通じて、企画・提案力の強化を図っているところ。

〇賛助会費確保のため、ホームページ発信や企業訪問などにより、新規法人会員の獲得
に向けて積極的に働きかけている。
〇子どもの運動・スポーツ環境づくりと自主財源確保に向け、令和４年度に自主事業「にい
がた子どものスポーツ応援プロジェクト」をスタートし、継続的に協賛金を確保している。（R4
年度：4,070千円、R5年度：5,060千円、R6年度3,190千円）
〇上述した中期計画における財務の健全性の維持及び自主財源確保に向けた取組を、指
標により進捗管理しながら着実に実行しており、直近の実質自己資本比率は上昇した。

取組実績
（進捗状況）

今後の取組
引き続き、賛助会費・寄付金の獲得や新規事業（新たな事業の受託等）の獲得に加え、協
賛に係る事業の定着・拡大に一層取り組むなど、安定的な自主財源・事業財源確保に向け
た検討・実施を進める。

組
織
の
課
題
解
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今後の取組



〇競技団体の実態調査やヒアリング、競技視察等を通じ、競技団体の課題把握と適切な指
導・助言に努めるとともに、年３回開催する競技団体の理事長や強化総括責任者の会議の
場等を活用し、競技力向上に向けた強化方針や具体の強化策について、国スポ結果等も
踏まえて説明・意見交換を行い、その徹底を図っている。
○選手の競技実績や中央競技団体の選手選考状況を把握し、本県関係選手がオリンピッ
ク等で活躍できるよう国内外における強化活動を支援した。その結果、パリオリンピックでは
東京オリンピックに次ぐ10名の選手を輩出した。また、アスリートと県内企業の出会いの場
を創出し、アスリートの就職に繋げ、県内への定着に取り組んだ。
○競技団体による従来のジュニアの育成活動だけではなく、競技体験会・教室の開催など
による競技の魅力発信や選手発掘につながる取組を支援した。
〇令和５年度以降、県スポーツ協会の企画・提案力の強化を図るため、県委託事業を補助
化し、協会が競技団体に対し、より効果的に指導・助言できる体制を整えた。

〇連携・協働の取組が不足している総合型地域スポーツクラブに対し、専門家等によるき
め細やかな支援を令和２年度から実施し、地域の関係者が主体的に連携・協働してスポー
ツを推進するための基盤整備を進めている。（２年事業。R2～3：４団体、R4～5：３団体、R6
～7：３団体）
〇総合型地域スポーツクラブの登録・認証制度（※）の運用を通じて、総合型クラブの質的
向上や創設を支援するとともに、協会の中間支援組織としての機能強化を図った。
※「総合型地域スポーツクラブ登録・認証制度」＝全国で統一された要件を定め、その要件
を満たしたクラブを、登録及び認証する制度。（令和４年度から運用開始）

〇県内各地でスポーツ体験キャラバンを開催する「子どものスポーツ応援プロジェクト」を令
和４年度から開始し、こどもや親子に運動遊びや多様なスポーツ体験機会を提供した。
（R4：４会場・約1,400人、R5：４会場・約3,300人、R6：４会場・約3,600人）
〇クリーンでフェア、安全で安心なスポーツ環境の整備に向け、加盟団体等に対し、スポー
ツ・インテグリティに関する研修会を開催するとともに、スポーツ団体ガバナンスコード遵守
状況の公開を指導・啓発した。
〇部活動の地域移行等、地域スポーツの課題解決に向け、市町村における運営団体の連
携強化や質的向上を図る「運営団体ミーティング」、競技団体と地域スポーツ団体等が連携
して中学生世代を中心とした青少年の多様なスポーツ機会を確保するための「中学生世代
の多様なスポーツ推進ミーティング」、加盟団体等の研修活動を支援する「地域スポーツ推
進体制づくり支援活動」を実施するとともに、マネジメント資格者を養成し、指導者数の増加
と質の向上を推進した。
　さらに、総合型クラブの登録審査を行うとともに、関係団体と行政との連携強化を促進し、
地域課題解決に向けた取組の共有と実践を図るため、地域スポーツ推進団体連絡会議・
ワーキンググループを４回開催した。

取組実績
（進捗状況）
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〇競技力向上のためには、ジュニアからの一貫した育成・強化の取組が重要であるが、競
技団体によってはジュニア発掘や競技の普及、指導者の確保等に課題があることから、競
技団体との連携・協働を強めていく必要がある。
○パリ2024オリンピックでは本県関係者の出場選手は他国開催では過去最多の10名、北
京冬季オリンピックにおいては長野・トリノオリンピックに次ぐ本県関係選手が出場するな
ど、県民のオリンピックへの関心が高まってきていることから、引き続き、世界で活躍が期待
できる本県関係のトップアスリートの国内外における強化活動を支援していく必要がある。
○少子化の影響による競技人口の減少に対応するために、競技団体による裾野の拡大に
向けた取組を支援する必要がある。

〇地域でのスポーツ活動の充実のために、地域のスポーツ拠点であり地域連携の結節点
である総合型地域スポーツクラブの他団体・分野との連携・協働を促し、地域全体が主体的
に連携・協働してスポーツを推進する仕組みを構築することが重要であるため、活動がス
ポーツ教室の実施等に留まっていて連携・協働が進まないクラブへの支援や、認知度の向
上が必要である。

〇子どものスポーツに関しては生涯の運動習慣定着や競技力向上の基礎となることから、
運動部活動の地域移行等の環境変化を踏まえた取組が必要である。また、これらの取組を
担う主体として、競技団体や総合型地域スポーツクラブを含む加盟団体・関係団体に対し
て、スポーツ・インテグリティ確保を推進し、組織力・マネジメント力向上を支援するとともに、
部活動の地域移行の受け皿としても期待されているこれらの団体に対する情報共有や課
題解決に向けた取組が必要である。

事業の課題
（現状分析）



２　県として法人に対する今後の運営指導方針

【参考】 令和元年度（「新潟県行財政改革行動計画」始期）以降の県関与の見直し状況

・県と協会が本県のスポーツ推進におけるそれぞれの役割を果たし、車の両輪のような形で競技力向上と生涯ス
ポーツの振興に一体的に取り組んでいく。
・協会の「中期計画」（令和５年度～令和９年度）で示された、公益法人としてのミッションや目指すべきビジョン、中
長期的観点から必要となる事業推進・組織運営の基本方針を踏まえて法人が運営され、あわせて、協会の専門
性や継続性、それらをもって構築されたネットワーク等を活かし、県関係事業も含め円滑で効率的・効果的な事業
運営が行われるよう、県が多角的な情報を提供するとともに、継続的な指導助言を行っていく。

●令和３年度、県スポーツ協会への県関与のあり方について、県と県スポーツ協会において、加盟団体等の協会
に対する期待なども踏まえながら協会が果たすべき役割・機能などについて協議を進め、評価委員会の意見に関
係する部分については、次の方向性を整理した。
・役割分担として、協会の加盟団体や関係団体を主たる対象とする事業（取組）は、基本的に協会が中心的な役
割を担う。
・協会の企画・提案力を強化するため、令和５年度から協会が役割を担う加盟団体等に係る事業を委託事業から
補助事業にするとともに、協会のプロパー職員の採用と県派遣職員の引き揚げをセットで実施
●令和４年度は、県の翌年度予算に上記方向性を反映する手続きを進めるとともに、協会において職員募集・選
考を実施し、新たに２名採用できたため、令和４年度末を以て、派遣職員を引き揚げた。
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今後の取組

〇競技団体の実態調査等を通じ、抱える課題をより丁寧に把握し、それを効果的な指導・
助言につなげるとともに、今後のより効果的な事業見直しの検討につなげていく。
○引き続き、本県関係のトップアスリートの国内外における強化活動やアスリートの県内定
着への支援に取り組む。
○県スポーツ協会と意見交換しながら、競技の普及・拡大に積極的に取り組んでいる競技
団体に支援を拡充するなど裾野の拡大に向けた取組の検討を進めていく必要がある。

〇引き続き、総合型地域スポーツクラブの創設支援から経営力強化や人材育成、クラブ間
の情報交換や連携の促進に向けた総合的な取組を進める。また、総合型地域スポーツクラ
ブ登録・認証制度の円滑な運用や市町村等への周知により、総合型地域スポーツクラブの
認知度向上を図る。

〇子どものスポーツ環境の整備等に向け、以下の取組を進める。
・親子が一緒に楽しめる運動遊びや様々なスポーツ体験機会を、パートナー企業や加盟団
体等と連携しながら県内各地で提供し、運動・スポーツの楽しさを体感してもらい、その習慣
化を図る。
・加盟団体等との共通した課題であるスポーツ・インテグリティの確保
・部活動の地域移行を、学校部活動に変わる、より望ましい新たな地域スポーツ環境の整
備に繋げられるよう、市町村における運営団体の連携強化・質的向上を図る場の提供や、
中学生世代を中心とした多様なスポーツ機会の確保に向けた競技団体と地域スポーツ団
体等の連携促進に引き続き取り組む。


